
2025 年度事業計画（案）

（自 2025年4月1日 至 2026年3月31日）

I. 2025 年度事業方針
昨年度(2024年度）につきましては、 夏の平均気温が1946年の統計開始以

来、 過去最高を記録する猛暑となり、 関電グル ー プ全体で熱中症が前年比の約2

倍と多発しましたが、 事前の暑さ対策や発症後の適切な処置など、 会員各社のご

努力により被災者はいすれも重症化せす快復でき、 暑さ厳しい夏を乗り切ること

ができましたこと、 大変嬉しく思っております。 また、 パ ー トナ ー ジップ構築宣

言を発表された関西電力様が、 その一環として資機材や人件費など全般的な単価

改定や、 最低制限価格制度の試行を実施され、 これまで当会がお願いしてきた持

続可能な施工体制構築に向けた具体的な動きが始まった年でもありました。 新制

度試行後のアンケ ー トヘの協力やその後の試行結果に関する協議など、 会員各社

におかれましては、 積極的に活動して頂きました。 この場をお借りして御礼申し

上げます。

2025 年度に入り、 原油価格については緩やかに下落していくものと各方面が

予測しているものの、 物価については、 政府によるガソリン・電気・カス代の負

担緩和策がこれまで物価を下げる方向に作用してきましたが、 負担緩和策の段階

的な縮l」＼・終了が物価を押し上げる方向に作用し2％程度の上昇で推移すると予

想されています。 現場作業における原価上昇、 施工益の圧縮が懸念されます。

また、 日銀短観によると、 企業規模の大小を問わす要員不足はこれまで以上に

深刻になっていくとの予想となっています。 運営委員会によるアンケ ー ト調査で

も、 2023 年度の依願退職者は29歳以下で10 人、 39歳以下で17人と判明し

ており、 要員不足は当会にとっても非常に厳しい状況であることが浮き彫りとな

っています。 要員確保は喫緊の課題であり、 昨年度、 安全・広報委員会の取組み

として、 発変電技術研究会としての業界パンフレットを作成して頂きました。 こ

れまでにない画期的な取り組みであり、 ご尽力頂いた関係者の皆様に感謝申し上

げます。 ただ、 こうしたPR 活動が効果を表すには時間がかかるため、 今後もマン

パワ ー 不足は続いていくものと予想します。 昨年度より建設業界にも適用開始と

なりました「時間外労働の上限規制」を遵守していくためにもマンパワ ー増は必

須となっています。 パンフレット等を用いたPR 活動を今後も適宜見直しながら実

効あるものにしていきたいと考えますのでご協力のほどよろしくお願いします。

また、 時間外上限規制を遵守するにはマンパワ ー増に加え、 建設現揚での生産

性向上や DX 推進など現場を変えていく努力も必要です。 昨今、 Al やドロ ーン技
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